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1 . はじめに

本稿は「修理する権利」論の観点からスペアパーツの意

匠に関する EUの議論を整理することを目的としている。

｢修理する権利（Right to Repair）」1)とは，抽象的には，

「製品が故障して廃棄する前に，その製品をどうするかを

決める権利」と定義されている2)。米国3)及び EU
4)の立法

例では，修理する権利は正規品メーカーからユーザーまた

は独立系修理事業者への修理部品や修理マニュアルの提供

義務という形をとる。

本稿がわざわざ従来の議論を再評価する背景には修理す

る権利論が未だそれ単独では十分に機能しないという事情

がある。すなわち，修理する権利は現状，司法が修理する

権利を根拠に知的財産権の権利行使を棄却し，または，競

争法上，一定の請求権を認めるというところまで至ってい

るわけではない5)。そのため，現在の知的財産法が修理す

る権利をどのように妨げているのか，また，現行法の下で

どこまで修理する権利を実現できるかを検証し6)，必要で

あれば立法論を検討する必要があるのである。

特に，近時，プリンターのトナーカートリッジのリサイ

クルを巡る事件において，日本の裁判所は特許権者の請求

を認め，リサイクルを特許権侵害とした7)。そこでの課題

の一つは，従来の消尽論はあくまでも「知的財産権者が販

売した物」に限られ，リサイクルの際に知的財産権を体現

する物が新たに作られる場合はその枠の外に出る。しか

し，知的財産権の取得の巧拙で結論を違えてよいのだろう

か。「知的財産権者が販売した物」を超える法理の可能性

はないのだろうか8)。

EUにおいては従来からスペアパーツの修理について意

匠権を制限する「修理条項」を導入すべきかが意匠指令及

び共同体意匠規則（書誌情報などは後述）における立法課

題となり，その一部は共同体意匠規則に結実している。

もっとも，この点は既に先行文献で論じられてきた9)。本

稿が従来の議論に加えるものは修理条項に固有の議論とい

うよりも，むしろ修理する権利論からの再評価という点に

ある。すなわち，近時，知的財産法及び独占禁止法（競争

法）における従来の解釈論において修理する権利をどこま

― 79 ―

Acacia事件を通して見る EUにおけるスペアパーツと意匠権
―修理する権利論からの再評価の試み―

橘 雄 介（社会環境学科)

Spare Parts and Design Rights in the EU through the Acacia Case
―A Revisiting from Right to Repair Theory―

TACHIBANA Yusuke (Department of Socio-Environmental Studies)

Abstract

The “right to repair” is defined as the user’s right to decide on her products, but current legislations take forms of obligations

to provide repair parts and repair manuals from authorized product manufacturers to the users or the independent repair service

providers. In other words, the current “right to repair” legislation does not address the prevention of the repair by the

manufacturer’s intellectual property rights. Then, what measures can be taken to tackle that situation? In this respect, in EU

design law, the “repair clause” which legalizes repair using spare parts has existed since before the “right to repair” was

discussed. This paper follows the discussion of the repair clause through the leading case, the Acacia case, and explores

whether the clause contributes to the “right to repair” and the pros and cons of such clauses. As a conclusion, the repair clause

of EU can support the “right to repair”. On the other hand, the extensibility of the clause may differ depending on whether the

rational of the exception provision is considered as the competition law and the exhaustion doctrine or, beyond the traditional

those theories, given the meaning of an “environment-oriented” right to repair to promote the circular economy.

Keywords: EU Law, Design Law, After Market, Right to Repair, Circular Economy

福岡工業大学研究論集 Res. Bull. Fukuoka Inst. Tech., Vol.55 No.2（2022）79−96

2022年10月28日受付



で実現できるかを検証する試みがなされている10)。また，

従来の消尽論を超える法理として EUの修理条項の可能性

が指摘されている11)。

本稿は以上の問題意識を踏まえ，未だ修理する権利から

の邦語の検証のない EUの修理条項について，リーディン

グ・ケースである Acacia事件を通してその最新の議論状

況を整理し，日本法への示唆を得るものである。以下，

Acacia 事件を紹介し，その後，スペアパーツと意匠権の

問題について，まず，EU意匠法制の歴史をたどり，次い

で，その歴史から得られる法政策的な示唆を整理し，最後

に，制度の評価を行う。

2 . Acacia 事件（2017年）12)

2.1 事案の概要

この事件はイタリア（C-397/16事件）とドイツ（C-435/16

事件）の二つの事件が併合審理されたものである。イタリ

アの事件13)で，原告 Audiは登録共同体意匠を有していた

（共 同 体 意 匠 第 132899-0001，第 207667-0001 号，第

207667-0002号，第918016-0001号，第1105712-0001号及び

第1641952-0002号）。被告 Acacia 社は Audi 車に用いる登

録共同体意匠で保護されたホイール枠（wheel rim）を交換

部品として製造及び販売していた。被告ホイール枠は純正

のホイール枠と美観上同一だとされている14)。ここで，

裁判所は共同体意匠規則110条(1)の適用範囲を明確にする

よう，欧州司法裁判所（Court of Justice of the European Union:

CJEU）へ付託した。他方，ドイツの事件15)で，原告

Porsche社は登録共同体意匠を有していた（共同体意匠第

000290770 号，第 000267505 号，第 000917588 号 及 び 第

000167796号。他方，被告 Acacia社は Porsche車に用いる

ホイール枠を製造及び販売していた（商品名は「W1050

Philadelphia」，「W1051 Tornado Silver」，「W1054 Saturn」及

び「W1053 Helios Silver」）。被告ホイール枠はオリジナル

製品とは色もサイズも違っていたとされるが16)，美観上

は同一だとされている17)（図１18)）。意匠権侵害の主張に

対して被告は抗弁として上記110条(1)を主張した。そこ

で，ドイツの裁判所は110条(1)の適用範囲を明確にするよ

う，CJEUへ付託した。

いずれの事件でも付託事項はほぼ同一である。すなわ

ち，ユーザーが自由に選べるホイール枠にも上記110条(1)

は適用されるか，という問題である。問題は三つある。一

つ目は従属性（dependency）の問題であり，ホイール枠は

ユーザーが自由に選べ，自動車本体の意匠に合わせる必要

がないのであれば，従属性は欠くのではないか。二つ目は

「元の外観の再生」の問題であり，ユーザーが自由に選べる，

つまり，元に戻す外観がないのであれば，同項は適用され

ないのではないか，という問題である。三つ目はこのよう

に修理用途以外にも使えるホイール枠を製造・販売する際

に，購入者が修理用に用いることをどう保証するかである。

この点，原被告の立場が逆というだけではなく，イタリ

ア政府とドイツ政府の立場も逆だった。すなわち，イタリ

ア政府は，スペアパーツ市場の自由化の精神に基づき，同

項を広く解し，自由に選べるホイール枠を含むべきだとし

ていた。一方，ドイツ政府は110条(1)の修理条項は例外規

定であり，狭く解釈すべきだとして，同項は形状が固定さ

れている部品，すなわち，部品の意匠が製品の外観に従属

する場合に限られ，自由に選べるホイール枠は110条(1)の

適用範囲から除外されるべきであるとした19)。要件とし

ては，修理条項が従属性を要件とするかが争点となったわ

けである。

2.2 CJEU判決（2017年）

○ 従属性要件の有無

「29 ……〔加 盟 国 の〕付 託 裁 判 所 は，要 す る に，

Regulation No 6/2002〔以下，『共同体規則』という〕110

条(1)が以下のように解釈されなければならないかどうか

を尋ねている。すなわち，同項の『修理（repair）』条項が，

複合製品の修理の目的で使用される複合製品の構成部分を

構成する意匠が元の外観を再生するとして，共同体意匠と

しての保護を排除する際，保護される意匠が複合製品の外

観に従属する（dependent）ことを条件とするか。

……

32 共同体規則110条(1)によれば，『共同体意匠としての

保護は次の場合には複合製品の構成部品からなる意匠には

及ばない。すなわち，当該複合製品の修理を目的として〔当

該意匠が〕第19条(1)の意味で使用され，それにより元の

外観が再生される場合である』。

33 共同体規則前文(13)では，共同体意匠は次の意匠には

与えられない。すなわち，当該意匠がある製品に応用また

は組み込まれる場合で，その際，当該製品が複合製品の構

成部品で，当該複合製品の『外観に当該意匠が従属する』

もので，かつ，当該意匠が複合製品の修理を目的として使

用され，それにより元の外観が再生される場合である。当

該前文と比較すると，共同体規則110条(1)は当該意匠が『複

合製品の構成部品』で，『当該複合製品の修理を目的とし

て……〔ママ〕使用され，それにより元の外観が再生され

る』ことを要するとのみ規定する。
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図１ ドイツの事件の係争品

(左が共同体意匠第000290770号，右がW1050 Philadelphia）



34 したがって，共同体規則110条(1)の文言から，保護さ

れる意匠が複合製品の外観に従属することは当該条項に列

挙される条件の一つではないことが導かれる。

35 この文理解釈は，そもそも，『修理』条項の由来によっ

て裏付けられている。

……

37 ……〔立 法 過 程 の〕報 告 書〔the Report from the

Presidency to the Permanent Representatives Committee

(Coreper) No 12420/00 of 19 October 2000 (interinstitutional file

1993/0463 (CNS))〕では，〔常駐代表〕委員会の代表団の多

数が次のことを求めたと記載している。すなわち，第一に，

問題の規定の文言を Directive 98/71〔意匠指令〕14条〔『加

盟国は当然に，構成部品からなる意匠が複合製品の修理を

目的として使用され，それにより元の外観が再生される場

合の，当該意匠の利用に関する既存の法的規定を有効なま

まとする』〕の文言に一層，合わせること，及び，第二に，

将来の規則がスペアパーツをその保護範囲から排除するの

は，『〔スペアパーツが〕複合製品の修理に使用され，それ

により元の外観が再生される場合のみ』とすることである。

38 このような背景から，問題の条項の文言にある要件

……すなわち，意匠が組み込まれまたは応用された製品は

複合製品の構成部品で，当該複合製品の『外観に当該意匠

が従属する』ことを要するという事情に関連する要件は，

理事会が採択した最終規定から除外されたのである。

……

50 ……〔加えて，〕共同体意匠による保護は市場での競

争を排除または制限することで悪影響を及ぼす可能性があ

り，自動車のような長寿命で高価な複合製品に関して特に

そうである。当該製品について，複合製品を構成する特定

の構成部品に適用される意匠の保護は，それらのスペア

パーツに対する真の専属市場（captive market）を創出する

可能性があるからである。この文脈では，『修理』条項の

目的は，特定のスペアパーツの専属市場の形成を回避する

ことであり，特に，長寿命で，おそらく高価な製品を購入

した消費者が外側の部品の購入について当該複合製品の製

造業者に無期限に拘束されることを防止することである。」

（〔〕内筆者。以下，同じ）

○ ｢元の外観の再生」要件

「55 ……付託裁判所は，要するに，共同体規則110条(1)

にある『修理』条項が，複合製品の修理の目的で使用され

る複合製品の構成部分を構成する意匠が元の外観を再生す

るとして，共同体意匠としての保護の排除する際，どのよ

うな条件を課しているかを問う。

……

74 ……当該修理は複合製品を『元の（original）』外観に

再生するように行われることが必要である。これは次のこ

とを導く。すなわち，『修理』条項が適用されるためには，

当該構成部品が当該複合製品の外観を再生するために用い

られる必要があり，当該外観とは当該複合製品が市場に出

された際に有していた外観でなければならないのである。

75 『修理』条項が適用されるのは，複合製品の構成部品で，

元の部品と外観上同一のものに限られると結論づけなけれ

ばならない。

76 さらに，このような解釈は Agreement on Trade-

Related Aspects of Intellectual Property Rights〔TRIPS協定〕

26条(2)に合致するものである。同項は，工業デザインの

保護に対する例外は限定的でなければならず，当該デザイ

ンの通常の利用を不当に妨げ，また，第三者の正当な利益

を考慮する際に，所有者の正当な利益を不当に損なっては

ならないと定めている。本件はまさにこの状況なのであ

る。すなわち，『修理』条項の適用は以下の場合に意匠が

使用される場合，すなわち，当該意匠が複合製品の構成部

品からなり，当該意匠が当該複合製品の実際の修理を可能

にすることのみを目的として使用され，それにより元の外

観が再生される場合に限定されるのである。

77 したがって，複合製品が市場に出された時に有してい

た外観に再生する目的でない構成部品の使用はいかなる場

合でも除外される。交換部品が元の部品と色や寸法におい

て一致しない場合や，複合製品の外観が市場に出された後

に変更された場合は特にこのことが妥当するのである。」

○ リサイクル事業者の義務

「79 ……付託裁判所は，要するに，共同体規則110条(1)

が次のように意味するものと解釈されなければならないの

かを問う。すなわち，当該規定における『修理』条項に依

拠するためには，複合製品の構成部品の製造者または販売

者が，当該構成部品が修理目的でのみ購入できることを保

証しなければならないのか，及び，その場合，どのように

保証しなければならないのか。

……

85 この文脈では，複合製品の構成部品の製造業者または

販売業者が，客観的かつあらゆる状況において，次のこと

を保証することは期待できない。すなわち，彼らが共同体

規則110条(1)に定める条件に従って使用するために製造ま

たは販売する部品が，最終的に，当該条件に従ってエンド・

ユーザーに実際に使用されることを保証できない。しか

し，当該条項によって導入された権利制限（derogatory re-

gime）の恩恵を受けるためには，……川下ユーザーによる

当該条件の遵守に関して，当該製造者または販売者が注意

義務（duty of diligence）を負っていることは依然として事

実である。

86 特に，川下使用者に対しては，まず，製品上，包装上，

カタログまたは販売文書に，一方では当該構成部品が自己

の所有によらない意匠を組み込んでいること，他方では，

当該部品が複合製品の元の外観を再生するための修理目的

にのみ使用することを目的とすることを明確かつ目に見え

る形で表示することが必要である。
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87 次に，適切な手段，特に契約上の手段により，川下使

用者が，問題となる構成部品を共同体規則110条(1)に定め

る条件に適合しない方法で使用する意図がないことを確認

しなければならない。

88 最後に，製造者または販売者は，当該部品が共同体規

則110条(1)に定める条件に従って使用されないことを知っ

ているか，または，すべての関連する状況に照らして，合

理的に知るべき場合には，当該構成部品の販売を差し控え

る必要がある。」

2.3 差戻後判決（2018年）

CJEUは EU法の解釈を示すのみで，具体的な事案につ

いて結論を下すものではない。そこで，事件の結末を知る

には，CJEU判決後の加盟国裁判所における判断を見る必

要がある。ここでは，ドイツの事件のその後を見てみよう

（なお，イタリアの事件については，管見の限り，CJEU

判決後の判決及び報道は見当たらない）。

事案を補足すると，原告 Porsche社は被告 Acacia社に対

し自動車用ホイール枠の提供の差止め及び損害賠償を請求

していた。シュツットガルトの州地方裁判所及び高等裁判

所（控訴裁判所）は原告の請求を認めた。ドイツ連邦通常

裁判所（Bundesgerichtshof）は前述の通り CJEUに付託し，

その後，上告を棄却し，請求を認める判決を下した20)。

すなわち，CJEUが修理条項の要件として従属性を要求せ

ず，緩やかな解釈を示したものの，連邦通常裁判所は，被

告のホイール枠はオリジナルと色とサイズが異なり，

CJEU の説く「元の外観の再生」要件を満たさず，また，

被告製品に示されていた“Not O.E.M.”との表示は購入者に

他者の意匠権の表示をしたことにならず，CJEUの説くリ

サイクル事業者の義務を果たしていないとした。

2.4 Acacia 事件の意義

Acacia事件において CJEUは修理条項を一方で拡げ，他

方で，狭めた。事案との関係から見ると，ホイール枠自体

は修理条項が適用され得ることになったが，他方，オリジ

ナルの外観と同一でなければならず，かつ，購入者が修理

以外に使わないようにする義務も課された。

どう考えるべきだろうか。これは意匠権とリサイクルと

のバランスとして妥当だろうか。また，そのバランスは我

が国の法解釈及び立法論にどのような示唆を与えるだろう

か。この点を念頭に置きつつ，以下，Acacia 事件前後の

歴史を追ってみたい。

3 . スペアパーツとEU意匠法制の歴史21)

3.1 意匠指令（Design Directive: DD）22)

EU意匠法制として意匠指令と共同体意匠規則の二つが

主な法令である。意匠指令は EU加盟各国における意匠保

護のミニマム・スタンダードを定めるもので，共同体意匠

規則は各国の意匠保護とは別に EU全体の意匠権として共

同体意匠を定めるものである23)。ここからはスペアパー

ツの取扱いを中心に EU 意匠法制の歴史をたどってみよ

う。歴史の中心は意匠指令及び共同体意匠規則になる。直

接の契機は定かではないとされるが，いずれについてもス

ペアパーツの扱いが自動車メーカーと修理部品業者による

ロビイングの対象となり，大きな論点となった24)。

1990年代，意匠指令及び意匠規則の策定作業が始まった。

まず，欧州委員会は1991年，グリーン・ペーパー25)を公

表し，意匠指令により各加盟国の登録意匠を統一し，また，

意匠規則により EUレベルの登録／非登録意匠を設ける方

針を提案した26)。その後，指令案の起草がなされたが，

欧州委員会はスペアパーツ市場の自由化を目指し，当初，

マストマッチ（後述）となる部品を修理目的で使用する場

合を意匠権の保護の範囲から除く一連の指令案を提案し

た。しかし，これはドイツやフランスなどの加盟国の反対

を受けた。スペアパーツの問題は指令の採択を遅らせる恐

れがあったため，結局，1998年，スペアパーツの修理を適

法とするか否かを加盟国の判断に委ねることで合意した

（意匠指令14条）。もっとも，これは暫定的なものであり，

欧州委員会にこの問題の分析とそれに基づく改正案の提出

を義務づけた（18条）。現状を維持し，結論を先送りする

という意味で14条は「フリーズ・プラス（freeze plus）」と

呼ばれる27)。しかし，後述の通り，現状，EUレベルでの

統一に向けた努力は失敗に終わっている28)。

3.2 共同体意匠規則（Community Designs Regula-

tion: CDR）29)

1990年代から意匠規則の起草作業が意匠指令と合わせて

行われた。前述の通り，意匠指令は加盟国における意匠法

の最低限の統一を図るものである。しかし，加盟国の意匠

権自体はあくまでも別個のものであり，域内市場を完全に

統一するためには EUレベルの意匠権が求められていた。

そこで，2001年，共同体意匠規則が成立した30)。そして，

意匠指令において懸案だった修理条項も立法化された（110

条(1)。詳細は後述）。もっとも，110条はそのタイトルを

「経過措置」とし，意匠指令の改正とともに改正されるも

のとされている（110条(2)）。

3.3 意匠指令・共同体意匠規則の改正提案

以上のように，意匠指令は修理条項について欧州委員会

による検証を義務づけ（18条），また，共同体意匠規則も

修理条項は意匠指令が改正されるまでの経過措置だとした

（110条(2)）。そこで，2004年，欧州委員会は意匠指令を改

正して共同体意匠規則110条(1)に類似する規定，すなわち，

マストマッチを意匠保護の範囲から除く規定（改正意匠指

令14条）を提案した31)。しかし，加盟国の賛成を得られず，

2014年に提案を撤回している32)。

もっとも，欧州委員会は修理条項のみに頼っているわけ
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ではなく，競争法も駆使している。すなわち，2007年，欧

州委員会は Daimler Chrysler，Fiat，Toyota 及び General

Motorsに対して非正規品メーカーへの情報提供を義務づ

けた33)。さらに，欧州委員会は情報提供を促進する政策

も採用している。そもそも正規品メーカーと非正規品メー

カーとの協定は本来は垂直的協定として欧州連合の機能に

関する条約（Treaty on the Functioning of EU: TFEU）101条(1)

に基づき違法となり得るが，欧州委員会は2010年以来，当

該協定を同条の適用対象から免除しているのである（いわ

ゆる「自動車分野に関する一括適用免除規則」）34)。

ともあれ，現状，修理条項として有効なものは共同体意

匠規則110条(1)であり，その内容を検証することが必要と

なる。

4 . スペアパーツとEU意匠法制の内容35)

4.1 意匠権とは

EUにおける「意匠（design）」は「製品の全部または一

部の外観の特徴（the appearance of the whole or a part of a

product resulting from the features）」である（意匠指令１条

(a)，共同体意匠規則３条(a)）。もっとも，意匠の「保護

（protected）」を受けるには，当該意匠に「新規性（new）」

（条文によっては“novelty”とも記載されている）及び「独

自性（individual character）」を要する（意匠指令３条(2)，

共同体意匠規則４条(1)）。

共同体意匠規則は登録共同体意匠権（Registered

Community Design: RCD）と 未 登 録 共 同 体 意 匠 権

（Unregistered Community Design: UCD）の両方を規定して

おり（共同体意匠規則１条(2)），未登録の意匠も「公表

（made available to the public）」を条件に保護される（11条

(1)）。スペアパーツの文脈では部品についてどのような場

合に公表があったと言えるかが問題となるが，後述する。

意匠指令上の意匠及び登録共同体意匠の権利は意匠の

「使用に対する排他権（exclusive right to use）」である。こ

こで「使用」には製造，販売，上市，輸入，輸出，使用ま

たはこれらの目的のための所持を含む（意匠指令12条(1)，

共同体意匠規則19条(1)）。また，権利の範囲は「全体的な

印象（overall impression）」が異ならない範囲に及び，これ

は「情報に通じた使用者（informed user）」の観点から判

断されるが，その際，「デザイナーの自由度（freedom of

the designer）」も考慮される（意匠指令９条，共同体意匠

規則10条）。未登録共同体意匠の権利範囲も同様であるが，

「コピー（copying）」が要件となっており，独自創作には

権利は及ばない（共同体意匠規則19条(2)）。

4.2 部品の保護

スペアパーツの意匠権を制限する法理は主として三つあ

り，部品の保護要件及び次項・次々項の除外規則である。

EU意匠法においては最終製品のみではなくその部品も

保護の対象となる36)。後者の要件は「複合製品の構成部

品（a component part of a complex product）」であることで

あり，具体的には，当該部品が「通常の使用中に見える

（visible during normal use）」ことであり，かつ，当該部品

自体が前述の新規性と独自性の要件を満たすことである

（意匠指令１条(c)・３条(3)，共同体意匠規則３条(c)・４

条(2)）。ここで「通常の使用」は前述の権利範囲における

「使用」とは異なり，「最終使用者による使用を意味し，保

守，整備または修理作業を除く」概念である（意匠指令３

条(4)，共同体意匠規則４条(3)）。

複合製品とは典型的には自動車である37)。Acacia判決

は以下のように述べ，自動車のホイール枠は「複合製品の

構成部品」にあたるとしている38)。

｢共同体規則は『複合製品の構成部品（component part

of a complex product）』の概念を定義していないことに留

意しなければならない。しかし，同規則３条(b)・(c)か

ら明らかなことは，まず，『製品（product）』とは，特

に複合製品に組み立てることを意図した部品を含むあら

ゆる工業製品または手工芸品を意味し，『複合製品

（complex product）』とは，製品の分解と再組み立てが可

能な複数の部品で構成されている製品を意味するという

ことである。さらに，同規則において『構成部品

（component part）』という用語の定義がないため，それ

は日常用語における通常の意味に従って理解されなけれ

ばならない」39)

他方，自動車のモーター，ブレーキ，クラッチなどは「見

え」ない部品にあたるとされる40)。これに対して，自動

車部品以外におけるあてはめは問題があり，たとえば，組

み立て式の家具の部品やプリンターのカートリッジが保護

される部品に含まれるかははっきりしないとされる41)。

｢見え」ない部品が排除されているのは，製品の外観が

通常のユーザーには見えない場合，ユーザーの注意を引く

という意匠の典型的な効果は生じないという考え方に基づ

くものとされる42)。実は部品の意匠権については紆余曲

折があった。後述の通り，意匠指令及び共同体意匠規則に

おける論点はスペアパーツの取扱いであった。それ以前の

加盟国の意匠法の例では単体製品のみが保護対象となる場

合もあったが，製造技術の向上とともに製品を構成する部

品の海賊版が蔓延し，部品の保護も求められた。そのため，

意匠指令及び共同体意匠規則は部品を保護することとした

が，他方で，「通常の使用中に見え」ない部品の保護を否

定し，アフターマーケットとのバランスをとったとされ

る43)。

4.3 技術的機能に基づく特徴とマストフィット（Must

Fit）

スペアパーツを保護範囲ないし権利範囲から除外する規
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定が大きくは二つある。一つは機能性及び相互運用性に基

づく除外（技術的機能に基づく除外及びマストフィット）

であり，もう一つが本稿の主眼である修理に基づく除外（マ

ストマッチ）である。

前者は更に二つに分かれる。まず，意匠権は「専らその

技術的機能によって決定される製品の外観上の特徴に存在

してはならない」とされる（意匠指令７条(1)，共同体意

匠規則８条(1)）。そのため，このような特徴は意匠の保護

要件である新規性及び独自性の判断において参酌されな

い44)。

次に，マストフィットであり，要するに，他の製品と接

続する際に必然的に再生される意匠は保護されない（意匠

指令７条(2)，共同体意匠規則８条(2)）。そのため，この

ような特徴は意匠の保護要件である新規性及び独自性の判

断において参酌されない45)。上記の技術的機能に基づく

除外を含め，これらは後述のマストマッチが侵害訴訟にお

ける抗弁であるのに対して，保護の要件（登録共同体意匠

であれば無効理由）である46)。この規定の目的は，相互

運用性を確保し，技術革新を阻害する可能性のあるスペア

パーツの独占を避けることであるとされる47)。自動車部

品の例としては，排気管やクラッチスリーブが指摘されて

いる48)。なお，マストフィットか否かは問題の意匠が技

術的機能によって決定されるか否かで判断されるため，代

替的デザインがあることは決定的な要素ではないとされ

る49)。

4.4 修理条項（repair clause）＝マストマッチ（Must

Match）

スペアパーツにおいて問題となる除外規定のもう一つが

いわゆる修理条項あるいはマストマッチであり，「修理

（repair）」の際，「元の外観が再生（restore its original ap-

pearance）」される場合，複合製品の部品に対する意匠権

侵害は成立しない（共同体意匠規則110条(1)）。

「第110条 経過措置（Transitional provision）

1. 本主題に関して欧州委員会の提案に基づく本規則の

改正が施行されるまでは，共同体意匠としての保護は次

の場合には複合製品の構成部品からなる意匠には及ばな

い。すなわち，当該複合製品の修理を目的として〔当該

意匠が〕第19条(1)の意味で使用され，それにより元の

外観が再生される場合である。

2. 第１項で言及された欧州委員会からの提案は，指令

98/71/EC第18条に従って同じ主題について欧州委員会

が提案するあらゆる変更とともに提出され，かつ，これ

を考慮するものとする。」

修理条項の目的は特定のスペアパーツの独占市場の形成

を回避し，スペアパーツ市場を自由化することだとされ

る50)。もちろん，意匠権の消尽は認められるが（意匠指

令15条，共同体意匠規則21条），加盟国法においてスペア

パーツによる修理が消尽として許される修理に該当するか

は不明確だとされ，この不明確性の除去が修理条項の趣旨

だとも指摘される51)。その意味で，修理条項の法的性質

として競争法と消尽論の二つが考えられることになる。

マストマッチと呼ばれる所以は，目に見える部品の交換

は，製品の全体的な外観を変えないために元の部品と完全

に一致しなければならないためだとされている52)。部品

の「must fit」と「must match」の違いは，実務的には「must

fit」が「形状的にフィットしなければならない」のに対し，

「must match」は視覚的にフィットすることを要求すると

読み取ることが可能であるとされる53)（もっとも，EU法

上の要件ではないため，拘泥する必要はないだろう）。

そのため，修理が認められるためには，「元の外観が再生」

されることが必要である。たとえば，自動車のバンパーや

ウィング，ドア，ヘッドライト，泥よけが修理が許される

部品にあたるとされる54)。これに対して，修理によって

外観を同一にする必要がないパーツはマストマッチに当た

らないとされ，たとえば，装飾目的のホイール枠はマスト

マッチに当たらないとされる55)（詳細は後述の Acacia判

決56)）。

以上が修理条項の概要であるが，修理条項は判例により

一方では拡張され，一方では制限されている。循環経済の

観点からは，リサイクルが限定的にのみ促進されているに

過ぎないことになる。以下，歴史を追ってみよう。

4.5 Ford 事件（2015年）：抗弁の対象となる権利57)

共同体意匠規則の修理条項は政治的にも注目されている

ため，テストケースが裁判所に持ち込まれている。そのう

ち，CJEUが扱った初めてのものが，Ford事件である。こ

の事件においては，修理条項が商標権等の他の知的財産権

に基づく主張の抗弁となるかが問題となり，CJEUは結論

としてこれを否定した。

この事件で，被告 Wheeltrims 社は Ford 車のホイール

キャップを製造及び販売していた。しかし，被告は共同体

意匠規則110条(1)に基づき Ford車の本来の外観を復元で

きるように，Fordのホイールキャップを複製できるはず

で，具体的には，ホイールキャップのデザインの複製だけ

ではなく，Fordの登録商標の複製をもできるはずだと主

張した。一方，Ford は，110条(1)が設ける例外は共同体

意匠にのみ適用され，登録商標権など他の知的財産権には

適用されないと主張した。トリノ地方裁判所はこの事件を

CJEUに付託した。CJEUは110条(1)は共同体意匠権以外

に対する抗弁とはならないとの解釈を示した。

学説では Ford事件における CJEUの判断は支持されて

いるようである。なぜなら，まず，文理解釈として110条(1)

は「〔当該意匠が〕第19条(1)の意味で使用される場合」と

しており，共同体意匠権の権利範囲を示す19条(1)を明示

している。そのため，110条(1)がその他の知的財産権に適
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用されるとは読めない。次に，意匠法と商標法は趣旨が異

なるため，実質的にも意匠法の抗弁を商標法に適用すべき

ではないという。すなわち，商標法は商標の機能が損なわ

れるのを防ぐことを目的としているが，意匠の保護はデザ

イナー個人の貢献を保護し，イノベーションを奨励するこ

とを目的としているからだとされる58)。

もっとも，批判もある。前述の通り，修理条項の適用に

は「元の外観が再生される」ことが必要である。そのため，

商標が元の外観の一部を形成している場合，非正規品メー

カーは商標を避ければ修理条項の適用を受けず，他方，商

標を付せば商標権侵害となるというジレンマに陥るという

のである59)。故に，後述の Acacia判決が流通を修理用途

に制限する流用回避措置の義務を課したことを受けて，当

該措置義務を果たせば，商標権侵害を否定するとの議論も

現れている60)。

4.6 加盟国の意匠権との関係

110条(1)が EU加盟各国の意匠権に基づく権利行使の抗

弁になるかという問題もある。この点は未だ CJEUの判決

はないようであるが，加盟国の裁判所はこれを否定してい

るようである61)。その理由は，やはり共同体意匠規則の

文理上，共同体意匠の抗弁として書かれているからだとさ

れる62)。また，意匠指令14条の趣旨からも抗弁性は否定

されるとされる。すなわち，同条は修理条項を国内法に盛

り込むか否かを加盟国に委ねている。仮に共同体意匠規則

110条(1)が加盟国意匠権にも適用されるならば，この意匠

指令の趣旨を潜脱してしまうというわけである63)。

4.7 Acacia 事件（2017年）：従属性要件・「元の外観の

再生」要件・流用回避措置要件

4.7.1 問題の所在

前述の通り，110条(1)の文言上は要件は修理目的である

ことと元の外観の再生の二つに読める。これに対して，前

文13条はもう一つの要件として，「複合製品の外観に〔部

品の〕意匠が従属する（upon whose appearance the design is

dependent）」こと（従属性の要件）を要求しているように

読める。

「(13) ……欧州委員会の提案に基づき理事会がこの問

題〔修理目的でのスペアパーツの使用〕に関する方針を

決定するまでは，次の意匠に共同体意匠としての保護を

付与しないことが適切である。すなわち，当該意匠が複

合製品の構成部品を構成する製品に適用または組み込ま

れるもので，当該複合製品の外観に当該〔部品の〕意匠

が従属する場合で，かつ，当該意匠が複合製品の修理を

目的として使用され，それにより元の外観が再生される

場合である。」

従属性がある場合とは，たとえば，バンパーなど自動車

全体の意匠と揃える必要のある場合である，逆に，ホイー

ル枠のように，必ずしも自動車全体の意匠と揃える必要が

ない場合は，従属性を欠くとされる64)。では，従属性は

要件となるのだろうか。加盟国の裁判所では既に論点に

なっていたが65)，CJEU がこれを判断したのが Acacia 事

件である。

4.7.2 Acacia 判決

前述の通り，CJEUは，まず，110条(1)自体は従属性に

言及していない以上，従属性は要件とはならないとの画期

的な判決を下した66)。これは修理条項を広く解したこと

になる。

「33 共同体規則前文(13)と比較すると，……共同体規

則110条(1) 当該意匠が『複合製品の構成部品』で，『当

該複合製品の修理を目的として……〔ママ〕使用され，

それにより元の外観が再生される』ことを要するとのみ

規定する。

34 したがって，共同体規則110条(1)の文言から，保護

される意匠が複合製品の外観に従属することは当該条項

に列挙される条件の一つではないことが導かれる。」

他方，「元の外観の再生」の要件は維持した。その上で，

当該要件を具体化し，元の製品が販売された状態に再生す

ることが必要なのであって，それで足りるとした67)。

「74 ……当該修理は複合製品を『元の』外観に再生す

るように行われることが必要である。……当該構成部品

が当該複合製品の外観を再生するために用いられる必要

があり，当該外観とは当該複合製品が市場に出された際

に有していた外観でなければならないのである。」

「77 ……したがって，複合製品が市場に出された時に

有していた外観に再生する目的でない構成部品の使用は

いかなる場合でも除外される。交換部品が元の部品と色

や寸法において一致しない場合や，複合製品の外観が市

場に出された後に変更された場合は特にこのことが妥当

するのである。」

以上に加えて，非正規品メーカーは購入者が修理用に用

いるよう確保する義務があり（本稿では「流用回避措置」

と呼ぶ），具体的には，製品等に他人の意匠権の存在と修

理用であることを記載し，かつ，購入者の意図を確認すべ

きとする68)。これは修理条項を狭くするものである。

「85 ……当該条項〔110条(1)〕によって導入された権

利制限の恩恵を受けるためには，……川下ユーザーによ

る同条件の遵守に関して，当該製造者または販売者が注

意義務を負っていることは依然として事実である。

86 特に，川下使用者に対しては，まず，製品上，包装
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上，カタログまたは販売文書に，一方では当該構成部品

が自己の所有によらない意匠を組み込んでいること，他

方では，当該部品が複合製品の元の外観を再生するため

の修理目的にのみ使用することを目的とすることを明確

かつ目に見える形で表示することが必要である。

87 次に，適切な手段，特に契約上の手段により，川下

使用者が，問題となる構成部品を共同体規則110条(1)に

定める条件に適合しない方法で使用する意図がないこと

を確認しなければならない。

88 最後に，製造者または販売者は，当該部品が共同体

規則110条(1)に定める条件に従って使用されないことを

知っているか，または，すべての関連する状況に照らし

て，合理的に知るべき場合には，当該構成部品の販売を

差し控える必要がある。」

この流用回避措置は知的財産権の二次的責任における注

意義務アプローチと同様だとの指摘がある69)。とすると，

一次的な責任は実際に修理する川下の修理事業者やユー

ザーということになり，非正規品メーカーは直接侵害者で

はなく，二次的な責任者ということになる。これは修理条

項の趣旨を消尽と捉える発想に親和的だと言ってよいかも

しれない。

4.7.3 Acacia 判決の意義

Acacia判決が従属性要件を否定しつつ，「元の外観の再

生」要件は維持した。そのため，元の外観と色彩や形状が

異なる製品，たとえば，別のモデルや別のメーカーの製品

の修理に用いる場合は依然として意匠権を侵害し得るもの

の70)，非正規品メーカーは元の製品の部品にバリエーショ

ンがあれば，さまざまな部品，すなわち，客観的にはカス

タマイズと修理のいずれにも利用できる部品を製造・販売

可能となったため，今後の焦点は流用回避措置だとされ

る71)。

実際，Acacia 判決以来，アフターマーケットで提供さ

れるスペアパーツ（ホイール枠やハブキャップなど）の範

囲は広がっているとされる。他方で，非正規品メーカーは

Acacia判決の流用回避措置を満たすため，修理目的にの

み使用されることを通知し，また，販売を事業者間（B2B）

取引のみに限定する例もあるとされる72)。たとえば，ホ

イール枠を４個セットで販売する場合は，

修理用とはいえず，流用回避措置要件を満

たさないとの指摘もある73)。

また，Acacia 事件の意匠権者は自動車

メーカーであったため問題とはならなかっ

たが，部品の意匠権を持っているのが自動

車本体のメーカーではなく，部品のメー

カーだった場合でも，Acacia 判決のよう

に従属性要件を不要とするのかが問題とさ

れている。というのも，元の製品の販売時

と同一形状であれば修理条項の要件を満たす以上，非正規

品メーカーも正規品のパーツ・メーカーと同様の品揃えが

できるのではないかが問題とされているのである74)。

4.8 近時の動向

4.8.1 欧州委員会・意匠法制の見直し

近時，政策面で動きがある。前述のように，欧州委員会

による意匠指令における修理条項の統一は頓挫している

が，欧州委員会は2020年行動計画75)を発表し，意匠指令

及び意匠規則の改正を検討するとする。その主眼はやはり

スペアパーツ市場であり，EUレベルでの調和がとれてお

らず，法的不確実性をもたらしているとする。現在，改正

案を策定する前の公開諮問を行っている76)。

4.8.2 ドイツの修理条項（2020年意匠法改正）77)

以上のように EUレベルの見直しも進んでいるが，直近

の2020年には，ドイツで修理条項が国内法化された78)。

すなわち，同年，「公正競争促進法」が成立したが79)，同

法により「ドイツ意匠保護法（Designgesetz）」に修理条項

である40a条が追加された80)。これにより，ドイツの意匠

法に修理目的でのスペアパーツの利用は意匠権侵害とはな

らないとされた81)。その趣旨は，外観部分の自動車のス

ペアパーツ市場を解放し，消費者価格を下げることにある

とされる82)。その内容は Acacia判決を踏襲したものであ

り83)，修理目的要件，元の外観の再生要件及び修理製品

の出所についての通知義務となっている84)。

4.8.3 Ferrari 事件（2021年）：未登録共同体意匠と部

品85)

また，新たな CJEU判決も現れている。Ferrari事件では

未登録共同体意匠が部品について認められる場合，つまり，

「公表」（共同体意匠規則11条(1)）があった場合はどのよ

うな場合かが争われた。

被告Mansory Designは，Ferrari車用のチューニングキッ

トを販売していた。これを使えば，公道走行用のモデルの

外観をサーキット走行専用の外観に似せることができるよ

うである。これに対して，Ferrariは被告チューニングキッ

トの販売が当該サーキット走行モデルの部品に関する未登

録共同体意匠権を侵害していると主張した。Ferrariはその
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公表時，つまり，権利取得時を写真を提示したプレスリリー

ス時だとする（図２）86)。具体的には，「ボンネット上の

V字型要素，その中心から突出し縦に取り付けられたフィ

ン状の要素（「ストレーキ」），バンパーと一体化したフロ

ントリップスポイラー，スポイラーとボンネットをつなぐ

中央の垂直ブリッジ」が権利範囲だと主張されている87)。

ドイツの裁判所は個々の自動車部品に未登録の共同体意匠

権が発生しうるかどうかを CJEUに付託した。

CJEU は画像による公開も11条(1)の「公表」に該当し

得るとし，そのためには当該部品の外観が明確に識別可能

であることを要し，具体的には，画像上でその特徴が目に

見え，定義されており，かつ，製品全体に埋没していない

ことを要するとした88)。

本件は修理が問題となったものではないが，部品の意匠

が認められ易くなったと言えよう。

5 . 学説

5.1 経済的な問題の状況89)

ここで学説を整理しておきたい。そもそも，スペアパー

ツと意匠の問題の背景には，消耗品ビジネスがある。消耗

品ビジネスとは，オリジナル製品の生産者がオリジナル製

品の価格を意図的に低く設定する一方で，消耗品などの部

品の価格から利益を得る（あるいは，当該部品の価格を高

く設定し，一層の利益を得る）というビジネスモデルであ

る。EUにおいても，この戦略はプリンターのカートリッ

ジやコーヒーメーカーなどの定期的に「詰め替え」を必要

とする製品，また，自動車で用いられるとされる90)。

しかし，消耗品市場も天国ではない。正規品メーカーが

消耗品市場で利益を得られるということは，その他の競争

者にとっても消耗品市場は魅力的である。このため，正規

品メーカーは知的財産権を使って，互換性のある他社のス

ペアパーツを市場から排除することを試みるようになっ

た。もっとも，消耗品事業者も黙っているわけではなく，

消耗品市場の自由化を求めてきた91)。

EU意匠法制において消耗品と知的財産権または修理す

る権利との関係で特に問題となっている市場は自動車部品

市場である。自動車用スペアパーツの製造と流通は正規品

のメーカー，つまり，OEM（Original Equipment Manufac-

turers）が自前で全て行っているというわけではない。通

常，規模の経済の観点から，OEMが認可した OES（Original

Equipment Suppliers）もスペアパーツの製造を行う。この

OEM及び OESの間には綿密な契約関係が存在するとされ

る。これと別のサプライチェーンを構成するのが，独立系

のスペアパーツの販売事業者や修理工であり，独立系アフ

ターマーケット（Independent Aftermarket: IAM）とも呼ば

れる。こういった非正規のスペアパーツ製造業者らと

OEMとの間には，通常，契約はないため，OEMはこれら

の者をコントロールできない92)。

もっとも，OEMらと IAMは常に市場で競争をするわけ

ではないようである。すなわち，両陣営が供給する部品の

種類は一般に自動車の年式によって決まるとされる。

OEMは主に０〜４年落ちの新車に供給し，４-８年落ちの

市場では両陣営が競合し，一方，IAMは８年落ち以上の

車両に多くの部品を供給する傾向があるとされる。この背

景には保証期間の問題もあり，通常10年だとされるが，

OEMはそれよりも前にスペアパーツの製造及び販売をや

めてしまうようである。その意味で，IAMの存在は保証

期間以上に自動車を使用したいユーザーの助けになる93)。

5.2 法政策的な問題状況94)

5.2.1 参入障壁と独占価格

以上のようにスペアパーツの市場では正規品メーカーと

非正規品メーカーは競合する場面がある。そこで，前述の

ように，正規品メーカーは知的財産権を利用して，非正規

品メーカーの市場参入を妨げる。このように競争者が市場

での競争を妨げられると，正規品メーカーは市場で独占的

な利益を得ることが容易になる。これは競争法上問題では

ないかというのが法政策の第一の問題である95)。

5.2.2 創作のインセンティブ

では，非正規品メーカーを市場に参入させればことは終

わりかというとそう簡単ではない。正規品のメーカーは製

品のライフサイクル全体から創作の対価を回収するのであ

り，知的財産権者が市場で十分な利益を得られないとなれ

ば，創作のインセンティブが過小になる可能性がある96)。

もっとも，スペアパーツについては，やはりそう単純で

はないとの指摘がある。すなわち，スペアパーツはそもそ

も一次市場（自動車であれば新車）向けの元の製品と同一

であり，スペアパーツのイノベーションは想像できないと

いう批判があるのである。つまり，創作の対価は一次市場

で回収しているのであり，逆に，スペアパーツである以上，

外観や寸法が元の製品と一致しなければならず，設計者は

既存の形状に縛られるため，デザインを改良することもで

きないというのである97)。

しかし，これにも反論がある。スペアパーツにも，たと

えば，生産方法や材料の品質，安全機能，マーケティング

といった点にイノベーションの余地があり，これらの費用

は二次市場（スペアパーツ）から回収しないと，イノベー

ションを阻害するという考え方である98)。また，そもそ

も，元の製品の開発費用が一次市場で全て回収されている

かもわからないとの指摘もある99)。

さらに，消耗品ビジネス一般に言われることだが，消耗

品ビジネスは前述のように消耗品から利益を得る代わり

に，本体価格を安くするという側面があり，これにより本

体が普及しやすくなり，消費者の利益になるという面もあ

る100)。
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5.2.3 安全性

これも修理する権利が問題となる製品一般に言われてい

ることだが，独立系修理事業者に市場を開放する場合，安

全性が担保されない製品やサービスが提供されかねないと

いう問題がある101)。

こういった懸念に対処するため，スペアパーツの製造・

販売について知的財産権侵害を免責するとしても，アフ

ターマーケットのスペアパーツの認証の義務化を提案する

ものもある。これにより，消費者がアフターマーケット部

品について情報を得て，選択できるようになる。もっとも，

これらの方策は欠点がないわけではなく，実施のコストや

管理上の負担が伴うため，結局，独立系のスペアパーツの

製造業者の競争力を低下させかねないとの問題もある102)。

あるいは，スペアパーツのメーカーに情報開示を義務づ

けるという方策もある。これは後述の2004年の EUの改正

意匠指令案で提案されていたものであり，消費者を保護す

るものである103)。

5.3 法的な問題104)

5.3.1 消尽論

スペアパーツと意匠における法的な問題の典型例は消尽

である。すなわち，知的財産権を用いた製品が一旦，市場

に出回った後は，スペアパーツへの権利行使は許容されな

いのではないか，という問題である。これは知的財産権の

消尽自体の問題及びいわゆる「修理」と「再生産」の問題

もはらむ105)。本稿では，この点は触れない。

5.3.2 競争法違反またはミスユース

もう一つの法的な典型論点はスペアパーツへの権利行使

が独占禁止法（競争法）に違反し，当該権利行使が許され

ないのではないか，あるいは，当該権利行使が権利濫用（米

国における「ミスユース（misuse）」）に当たり許されない

のではないか，という問題である106)。なお，競争法違反

とミスユースが同じかという問題もあるが107)，この点も

含め，本稿では触れない。

もっとも，知的財産権と競争のいずれを優先させるかは

最終的には経済政策の問題であり，両法共に強制的な解決

策を押しつけるものではないとの指摘もある108)。

5.3.3 立法，行政及び司法の役割分担

以上のように，司法（消尽論及びミスユース）または行

政（競争法）で解決する方策があり得る一方，立法による

解決策もあり得る。

では，立法・行政・司法のいずれが妥当だろうか，とい

う論点も指摘されている。というのも，ある状況が競争を

抑制する傾向にあることが事前に分かっている場合，事後

規制である競争法に依拠するのではなく，立法による事前

規制，すなわち，知的財産権の保護のレベルで問題を解決

することが適切だ，との指摘がある109)。前述の通り，EU

意匠法制は基本的にはこの立法による解決の立場を採用し

たことになる。

これに対しては，価格を規制する適切なメカニズムは，

知的財産法ではなく，競争法であるといった反論や，必要

であれば，利害のバランスは消尽法理の下で司法が適切に

処理することが可能であり，立法府の介入は不要だとの反

論もある110)。

5.3.4 憲法論

その他，立法によるスペアパーツの市場の開放，すなわ

ち，知的財産権の縮小は憲法で保証された財産権の不当な

剥奪だとの指摘もある。日本国憲法と異なり（参照，29条），

欧州連合基本権憲章17条２項により知的財産権は明確に保

護されているのである111)。

5.3.5 国際法

また，修理について意匠権侵害を免責する修理条項が知

的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS協定）26

条(2)・(3)に違反するとの指摘もある。(2)項は工業意匠

権の範囲について，権利者の正当な利益に悪影響を及ぼす

ような例外や制限，または権利の正常な利用を妨げるよう

な例外や制限を禁止している。さらに，(3)項は10年間の

保護を定めている。修理条項の内容によってはこれらの要

件を満たさないというのである112)。なお，Acacia判決は，

判決が示した要件（「元の外観の再生」及び流用回避措置）

であれば，修理行為の免責範囲は限定的であり，TRIPS協

定26条(2)には違反しないとする113)。

5.3.6 立法案

学説には，修理条項の妥協案を具体的に模索する一方，

しかし，今後，3Dプリンターが普及すれば，肝は部品の

3Dデータの独占／共有の問題，つまり，情報の独占／共

有の問題となり，法的には修理条項ではなく競争法の出番

になるのではないか，との指摘がある。

すなわち，まず，修理条項の妥協案においては，免除の

期間を変更することで，修理条項の全体的な許容性を高め

ることができるとする。たとえば，意匠登録から３年後に

免責が開始されるようにし，OEMに独占期間を与える一

方で，最初の保護期間満了時には市場を競争に開放するよ

うにする114)。また，修理条項の施行に猶予期間を設け，

OEMへの影響を低減させることも提案する115)。加えて，

修理条項に補償金条項を設けて，経済的には OEMへの影

響を低減させ，法的には TRIPS協定26条(2)上の問題を回

避することも提案する116)。しかし，より重要なことは技

術的な変化ではないかと指摘する。すなわち，3Dプリン

ティング技術により，スペアパーツの製造コストは低下し，

また，そのビジネスモデルは不断の流通ではなく，局所的

な「プリントオンデマンド」方式になるのではないかと指

摘する。とすれば，問題は3Dデータに関する OEMと独
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立系サプライヤーなどのライセンス契約が構築されるかで

あり，修理条項の必要性は減少するか，完全になくなるだ

ろうとする。一方，データが独占されれば，むしろ，競争

法が大きな役割を果たすとする117)。

6 . 終わりに

6.1 日本における修理条項の導入論

日本においても共同体意匠規則の修理条項及びその議論

は紹介され，その導入について議論がなされている。この

点，導入に肯定的な見解118)は，知的財産権も競争法の一

部であり，スペアパーツの権利行使が競争法上問題なので

あれば，知的財産権が道を譲ることはあり得るとする119)。

これに対して，導入に否定的な見解120)は，修理条項はス

ペアパーツの意匠権が無意味になるとする121)。もっとも，

否定的な見解も独占禁止法上の対応が必要になり得ること

は否定していない122)。その意味で，スペアパーツ市場が

その性質上，反競争的になりやすい市場なのかという評価

の問題であり，故に，法政策としては事前規制と事後規制

のどちらをデフォルトとするかという問題とも思える。そ

して，現状は，前者の判断に決め手がない（故に，消極的

に事後規制がデフォルトとなっている）ということなのだ

ろう。

6.2 若干の検討

以上の EU及び日本の議論からどのような示唆を得るべ

きだろうか。まず，修理する権利の観点からは，修理条項

が認められる範囲が重要である。まとめると，そもそも修

理条項が明文化されているのは共同体意匠規則のみで，そ

の適用範囲は共同体意匠に限られる（Ford判決）。また，

修理が認められる部品は製品全体の意匠に従属した部品の

必要はないが，販売当時の「元の外観」を再生するものに

限られた（Acacia判決）。もっとも，そもそも修理は元の

状態に戻すサービスだとすれば，「元の外観」の再生要件

は修理する権利を妨げるものとはいえず，むしろ Acacia

判決が従属性要件を外し，修理できる部品の範囲を拡げた

ことはこれに裨益するものである（もっとも，前述の通り，

旧モデルの部品を新モデルに用いることはできないため，

メーカーは「元の外観」要件により許される修理の範囲を

コントロールすることが可能である）。

とすれば，次に，法政策的な観点から，こういった修理

条項を支持するか，また，更に広げるべきかが問題となる。

この点，前述の通り，日本では消極論が強い。背景にある

のは，そもそも修理条項の本質が未だはっきりしないとい

う点ではないだろうか。すなわち，前述の通り，修理条項

はスペアパーツ市場の自由化だとして競争法的な説明が加

えられる一方で123)，成立が不明確な消尽を明確にすると

の説明もなされる124)。

どう考えるかであるが，修理条項はこの両面がある，換

言すれば，両面を実現するために EUは立法が必要だった

ということではないだろうか。これはそれぞれの説明の法

的な効果を考えると分かりやすい。すなわち，競争法は基

本的には市場で支配的な事業者に反競争行為をやめさせる

ものである。つまり，ここでの名宛人はスペアパーツの市

場では正規品メーカーであり，「意匠権の行使をやめよ」

と命じたいわけである。これに対して，知的財産法は権利

者が侵害者に対して侵害行為をやめさせるものである。つ

まり，ここでの名宛人はスペアパーツの市場では非正規品

メーカーであり，「（消尽とならない）修理をやめよ」と命

じたいわけである。修理条項は意匠法に組み込まれたもの

であるが，この二つの側面を持っている。すなわち，一次

的には意匠権の行使を禁じるわけなので，競争法的である。

他方，修理条項はあらゆる修理を許しているわけではなく，

一定の修理を許しているに過ぎない。つまり，非正規品

メーカーを名宛人に，「修理目的で行うこと」及び「元の

外観の再生を行うこと」を要求しているのである。これは

侵害者を名宛人とする知的財産法的である。そして，

Acacia判決は流用回避措置を非正規品メーカーに義務づ

けた。これは前述の通り，知的財産権の二次的な侵害責任

に近いアプローチだと評価されているのであり125)，これ

をもって一層，修理条項の知的財産法的な側面が増したと

言えよう。

以上の分析が妥当だとすれば，修理条項の一次的な本質

は両陣営に対する命題を課すことである。もっとも，競争

法と消尽論（及び二次的責任論）をどちらも駆使すれば，

両陣営に対する命題は可能であり，わざわざ立法する意義

がどこにあるのかということになる。

これには三つ意義がある。一つ目は競争法に対する意義

で，前述の学説の指摘する，事前規制と事後規制の問題で

ある126)。

二つ目は消尽論のあてはめの明確化であり，既に修理条

項の趣旨として指摘されているものである127)。しかし，

この説明が説得的かは，結局，前者については，スペアパー

ツ市場が（たとえば，通信市場のように）反競争的になり

やすい市場なのか128)，後者については，消尽を類型的に

認めるべき場合なのかについての論証ということになる。

特に，正規品メーカー（意匠権者）が自動車などの製品本

体のメーカーではなくそのパーツのメーカーである場合，

この判断は類型的というよりは，個別的に判断すべきとい

う方向に傾くのではないだろうか129)。

そこで，立法する意義の三つ目が重要となる。それは民

主的な正統性である。競争法（日本であれば独占禁止法）

の運用は行政であり，消尽論の運用は司法である。そのた

め，民主的な正統性は薄いが，これに対して，立法は民主

的な正統性を最もよく反映している。もちろん，民主的な

正統性があるからといって直ちに修理条項を導入すべきと

は言えない。前述の通り，意匠権は財産権であり，また，

TRIPS協定上もその制限には正当な理由が必要だからであ
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る。そうではなく，ここで加えたい議論は修理する権利論

である。修理する権利が説かれる背景の一つは循環経済

（Circular Economy: CE）であり，これは資源や製品の価値

を可能な限り長く維持する社会とされ，EUの目標の一つ

に指摘されている130)。そして，環境分野においては予防

的な政策及びその実施が許されるのだとすれば（環境基本

法４条，生物多様性基本法３条３項）131)，立法において

修理条項を定めることも許される可能性がある。また，法

律の背後には倫理などのメタ的な価値が控えているとこ

ろ132)，司法が倫理を振りかざすよりも，立法が決める方

が民主的正統性があるだろう。とはいえ，こういった「環

境志向の」修理条項の目的・手段に理由があるというため

には，その前提として，従来の独占禁止法や消尽論でどこ

まで可能なのか議論を一層詰めて置くことが必要だろう。

また，こうした従来の法制度が循環経済をどう妨げている

のかも重要だろう。これらの点は他日を期したい。

[付記］

本研究は JSPS 科研費 JP18H05216，JSPS 科研費 JP

22K13319，旭硝子財団2022年度採択研究助成プログラム

及び公益財団法人末延財団のオンラインデータベース提供

事業の助成を受けた。

本研究について九州経済連合会知的財産権研究会の場で

貴重なご指摘を受けた。また，Ruben Rodriguez Samudio

先生（早稲田大学法学学術院）には，Acacia 事件のイタ

リア事件の調査でご助力いただいた。記して，感謝を申し

上げる。

脱稿後，君嶋祐子「修理する権利：知的財産法の視点か

ら」特許庁委託産業財産権制度調和に係る共同研究調査事

業・2022年度派遣研究者研究成果報告会（2022年10月31日）

［修理する権利の文脈で共同体意匠規則の修理条項に言及

する］，種秀太＝松井章浩「知的財産権は修理する権利を

制限するのか？」日本知財学会第20回年次学術研究発表会

（2022年11月５日）［米国の修理する権利は所有権アプロー

チで，EUは循環経済アプローチで，前者は最終消費者の

権利を出発点とし，後者は公益を出発点とする］に触れた。

また，脱稿後の2022年11月，欧州委員会は意匠指令及び

共同体意匠規則の改正案を提案した（指令について，

European Commission, Proposal for a Directive of the European

Parliament and of the Council on the legal protection of designs

(recast), COM/2022/667 final，規則について，European

Commission, Proposal for a Regulation of the European

Parliament and of the Council amending Council Regulation

(EC) No 6/2002 on Community designs and repealing

Commission Regulation (EC) No 2246/2002, COM(2022)666）。

その中で，意匠指令14条を改正し，修理条項を導入するこ

とを提案している。
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